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「誰も自殺に追い込まれることのない香川」 

の実現を目指して 

 

 

 

本県の自殺者数は、平成 23 年をピークに減少傾向に転じているものの、依然とし

て毎年 150 人前後の、かけがえのない命が自殺に追い込まれており、決して楽観でき

る状況にはありません。 

 自殺の背景には、精神保健上の問題だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、

いじめや孤独・孤立などの様々な社会的要因があることが知られています。また、新

型コロナウイルス感染症の影響により人との接触機会が減り、それが長期化すること

で、人との関わり合いや雇用形態を始めとした様々な変化が生じるなど、新たな課題

も生じています。 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」です。自殺対策は

「生きる支援」に関する地域のあらゆる取組みを総動員して、まさに「生きることの

包括的な支援」として取り組むことが必要です。 

このため、県では、平成 30 年４月に「いのち支える香川県自殺対策計画」を策定

し、全庁的な取組みとして自殺対策を推進してきました。 

そして、国の新たな自殺総合対策大綱やこれまでの施策の進捗状況を踏まえ、引き

続き、県の実情に即した取組みを推進するため、「第２期いのち支える香川県自殺対

策計画」を策定しました。 

本計画では、「誰も自殺に追い込まれることのない香川」の実現を最終目標として、

13 の重点施策を設定し、各関係部局が有機的な連携を図り、総合的に実施することと

しています。 

 県では、本計画に基づき、市町、関係機関、民間団体など幅広い主体と連携・協働

して自殺対策の推進に取り組んでまいりますので、県民の皆様のなお一層のご理解と

ご協力をよろしくお願いいたします。 

 結びに、本計画の策定に当たり、第２期いのち支える香川県自殺対策計画策定委員

会の委員の皆様をはじめ、多くの方々から貴重なご意見、ご提言をいただきましたこ

とに、深く感謝いたします。 

 

令和５年３月 

香川県知事 池 田 豊 人 
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第 1章 計画の基本的な考え方 

 

１ 策定の趣旨 ～「誰も自殺に追い込まれることのない香川」の実現を目指して～ 

＜年間自殺者数は減少傾向にあるが、非常事態はいまだ続いている＞ 

我が国の自殺者数は、平成 10 年に急増し、３万人前後の高い水準で推移していま

したが、平成 18 年 10 月に自殺対策基本法（平成 18 年法律第 85 号。以下「基本法」

という。）が施行されて以降、「個人の問題」と認識されがちであった自殺は広く「社

会の問題」と認識されるようになりました。また、平成 19 年６月、政府は、基本法

に基づき、政府が推進すべき自殺対策の指針として自殺総合対策大綱（以下「大綱」

という。）を策定し、その下で自殺対策が総合的に推進された結果、基本法が成立した

平成 18 年と、コロナ禍以前の令和元年とを比較すると、男性は 36％減、女性は 32％

減となりました。 

本県では、基本法の目的や基本理念を踏まえるとともに、大綱及び地域の実情を勘

案して、平成 30 年４月に「いのち支える香川県自殺対策計画」（以下「第１期計画」

という。）を策定し、これまで具体的な施策を展開してきました。その結果、平成 18

年と令和元年とを比較すると、男性は 41％減、女性は 23％減となり、総数も令和元

年は 141 人と、平成元年以降で最も少なくなっています。 

 

（図１－１）香川県における自殺者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかし、それでも自殺者数の累計は毎年 150 人前後で推移しており、決して楽観で

きる状況にはありません。また、令和２年には、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大の影響等で自殺の要因となり得る様々な問題が悪化したことなどにより、総数は７

年ぶりに前年を上回りました。令和３年の総数は令和２年から減少したものの、女性

の自殺者数は増加するなど、かけがえのない多くの命が自殺に追い込まれている状況

です。 

85

69
55 57 61 61 61

68

48

69 64
55
68
55 54 57 52

60
72

51
63 62

70

48
59
50 49 52 43

36
46 41 42

107

95 121120
125

98 99

125

108

153
133
176
123155

172
142149

162
157

150
142153

169

124
125
119
108104

107113 95 108 99

192

164
176 177

186

159 160

193

156

222

197

231

191

210

226

199
201
222

229

201 205
215

239

172
184
169
157156 150149

141
149
141

0人

50人

100人

150人

200人

250人

300人

H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3

男性

女性



第１章 計画の基本的な考え方 

 

2 

＜自殺は、その多くが追い込まれた末の死である＞ 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死です。自殺の背景には、精神保健上の問題

だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤独・孤立などの様々な社

会的要因があることが知られています。自殺に至る心理としては、様々な悩みが原因

で追い詰められ自殺以外の選択肢が考えられない状態に陥ったり、社会とのつながり

の減少や生きていても役に立たないという役割喪失感から、また与えられた役割の大

きさに対する過剰な負担感から、危機的な状態にまで追い込まれてしまう過程と見る

ことができます。自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」です。 

 

（図１－２）自殺の危機要因イメージ図（厚生労働省資料） 

 

 

＜新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえた対策の推進＞ 

 社会全体のつながりが希薄化している中で、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

により人との接触機会が減り、それが長期化することで、人との関わり合いや雇用形

態を始めとした様々な変化が生じています。新型コロナウイルス感染症の影響は現在

も継続しており、その影響について確定的なことは分かっていません。このことから

引き続き、新型コロナウイルス感染症拡大の自殺への影響について国の情報収集・分

析を踏まえ、その実態に即した対策を講じる必要があります。 

 

 

 社会が多様化する中で、地域生活の現場で起きる問題は複雑化・複合化している。 

 複雑化・複合化した問題が最も深刻化したときに自殺は起きる。 

「平均４つの要因（問題）が連鎖する中で自殺が起きている」とする調査※もある。 

※『自殺実態白書 2013（NPO 法人ライフリンク）』 
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＜新たな自殺総合対策大綱の策定＞ 

 このように、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響等で自殺の要因となり得

る様々な問題が悪化している中、国は令和４年 10 月、基本法に基づき新たな自殺総

合対策大綱（以下「新大綱」という。）を策定しました。 

 県では、こうした国の動きやこれまでの施策の進捗状況を踏まえ、市町、関係機関、

民間団体等と連携し、「誰も自殺に追い込まれることのない香川」の実現を目指し、本

計画を策定することとしました。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、基本法第 13 条第１項の規定に基づき、大綱及び地域の実情を勘案して、

都道府県自殺対策計画として策定するものです。 

 

３ 計画期間 

国の大綱は、施策の推進状況や目標達成状況等を踏まえ、おおむね 5 年を目途に見

直しを行うものとされています。 

これを踏まえて、本計画の期間は、令和５年度から令和９年度までの 5 年間としま

す。なお、本計画における施策の推進状況や目標達成状況等を踏まえ、必要に応じて

内容の見直しを行います。 

 

４ 数値目標 

国は、おおむね５年を目途に大綱の見直しを行っており、平成 29 年に策定された

前大綱において、当面の数値目標として、先進諸国の現在の水準まで減少させること

を目指し、令和８年までに、人口 10 万人当たりの自殺による死亡率（以下「自殺死

亡率」という。）を平成 27 年と比べて 30％以上減少させることとしていましたが（平

成 27 年の国の自殺死亡率は 18.5 であり、それを 30％以上減少させると 13.0 以下と

なります。）、新大綱においても、引き続き、同様の数値目標を設定することとしてい

ます。なお、令和３年の自殺死亡率は 16.5 であり、平成 27 年の自殺死亡率から 10.8％

減少しています。 

最終的に目指すのは「誰も自殺に追い込まれることのない香川」の実現ですが、国

の新大綱を踏まえて、本県においては、先進諸国の現在の水準まで減少させることを

目指し、第１期計画を継承し、令和８年までに、自殺死亡率を平成 27 年と比べて 20%

以上減少させることを当面の数値目標とします（平成 27 年の県の自殺死亡率は 16.2

であり、それを 20％以上減少させると 13.0 以下となります。）。 

なお、香川県の総人口は、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推
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計人口（平成 30 年 3 月推計）」によると、令和７年（2025 年）には約 92.1 万人とな

る見込みであり、目標を達成するためには自殺者数は平成 27 年の 157 人から 38 人

以上減少させる必要があります。 

 

（現状及び目標値） 

※ 本計画期間は令和９年度末ですが、目標値の時点は計画期間中に評価するため令

和８年としています。 

 

５ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の推進 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）は、平成 27 年に開催された国連サミットで採択 

された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に記載されている、令和 12 年ま

でに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。17 の目標と 169 のターゲット

から構成され、「地球上の誰一人として取り残さない」社会の実現を目指す世界共通

の目標として、社会・経済・環境にまたがる諸問題を総合的に解決するとの重要性が

示されています。本計画に掲げる施策と特に関連するＳＤＧｓの目標は次のとおりで、

本計画の推進が当該目標の達成に資するものとして位置づけます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標 平成 27 年 現状(令和３年) 目標(令和８年) 

自殺死亡率（人口 10 万人対） 16.2 15.2 13.0 以下 

自殺者数 157 人 141 人 119 人以下 
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第２章 香川県における自殺の現状 

自殺に関する統計を用いて、香川県における自殺の現状を把握しました。主なポイ

ントは次のとおりです。 

 

１ 令和３年の自殺者数は 141 人で、平成元年以降最も少ないものの、

およそ 2.6 日で１人が自殺で亡くなられており、かけがえのない多

くの命が自殺に追い込まれている状況にある。 

２ 年齢階級別の自殺者数は、男性は 30 歳代から 60 歳代のいわゆる働

き盛りの年代が多く、女性は 60 歳代以上の高齢者が多くなってい

る。 

３ 平成 24 年から令和３年までの学生・生徒等の自殺者数の内訳をみ

ると、「10 歳代」は男性が多く、「20 歳代」は男女に差はあまり見ら

れない。 

４ 死因順位を年齢階級別でみると、15～44 歳代の各年代の死因の第１

位が自殺である。 

５ 原因・動機別の自殺者数は、男性、女性ともに健康問題が最も多く、

健康問題の中で最も多いのはうつ病による悩み・影響であるが、う

つ病に至るまでの危機経路にも着目する必要がある。 

６ 性・年代等の特性でみた主な自殺の特徴として、男性 60 歳以上無

職同居、男性 40～59 歳有職同居、男性 20～39 歳有職同居の自殺

が多い。 

 

厚生労働省「人口動態統計」と警察庁「自殺統計」について 

自殺者数に関する統計については、厚生労働省「人口動態統計」と警察庁「自殺統計」の２

種類を用途に応じて使い分けています。主な違いは次のとおりです。 

 

 厚生労働省「人口動態統計」 警察庁「自殺統計」 

調査対象 日本における日本人 総人口（日本における外国人も含む。） 

調査時点 住所地を基に死亡時点で計上 発見地を基に発見時点で計上 

 

また、警察庁「自殺統計」については、警察庁からデータ提供を受けた厚生労働省自殺対策

推進室が再集計を行い、都道府県、市区町村別のより詳細な資料を「地域における自殺の基礎

資料」として公開しています。「地域における自殺の基礎資料」は発見地・発見日で計上したデ

ータの他にも、住居地・自殺日等で計上したデータがあり、本計画においても使用しています。 
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１ 自殺者数の推移 

香川県における自殺者数は、平成 10 年以降は 200 人前後で推移していましたが、

平成 24 年以降は 200 人を下回っています。令和３年は令和元年と同じ 141 人とな

っており、平成元年以降で最も少なくなっています。また、自殺者の男女比をみる

と、男性が約７割、女性が約３割で、この割合は概ね一定となっています。 

（図２－１）香川県における自殺者数の推移 

 
資料：厚生労働省「人口動態統計」 

 

全国における自殺者数は、平成 10 年に急増し、３万人前後の高い水準で推移して

いましたが、平成 22 年以降は減少傾向にあり、令和３年は 20,291 人となっていま

す。 

（図２－２）全国における自殺者数の推移 

 
資料：厚生労働省「人口動態統計」 

注）各年の自殺者数は 18 ページを参照 
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２ 自殺死亡率の推移 

本県の自殺死亡率は、平成 23 年の 24.3 をピークに減少傾向にあり、以降全国を下

回る水準で推移しており、令和３年は 15.2 となっています。 

（図２－３）全国・香川県における自殺死亡率の推移 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 

注）各年の自殺者自殺死亡率は 18 ページを参照 

 

都道府県別に比較すると、令和 3 年の自殺死亡率は全国で低い方から数えて６番目と

なっています。 

（図２－４）都道府県別自殺死亡率の比較（令和３年） 
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３ 年齢階級別の自殺者数 

年齢階級別の自殺者数は、平成 24 年から令和３年までの 10 年平均でみると、「60

歳代」が最も高く、次いで「40 歳代」、「50 歳代」となっています。 

なお、本 10 年間において、０～９歳の自殺者はいませんでした。 

（図２－５）香川県における年齢階級別の自殺者数の推移（平成 24 年～令和３年） 

 
資料：厚生労働省「人口動態統計」 

注）各年の年齢階級別自殺者数は 19 ページを参照 

 

平成 24 年から令和３年までの年齢階級別自殺者数の合計をみると、男性は「30 歳

代から 60 歳代」のいわゆる働き盛りの年代が多くなっています。女性は、60 歳代以

上がとりわけ多く、男性に比べて「70 歳代以上」の高齢者の割合が高くなっていま

す。 

（図２－６）香川県における年齢階級別の自殺者数（平成 24 年～令和３年合計） 

 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 
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 平成 24 年から令和３年までの学生・生徒等の自殺者数の内訳をみると、「10 歳

代」は男性が多く、「20 歳代」は男女に差はあまり見られません。 

 

（図２－7）香川県における学生・生徒等の自殺者数（平成 24 年～令和３年合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：警察庁自殺統計原票データを厚生労働省において特別集計したデータより障害福祉課作 成 【自殺日・居住地】 

 

４ 死因順位別にみた年齢階級別自殺者数 

年齢階級別の死因順位をみると、「15～44 歳」の各年代では自殺が死因の第１位と

なっています。 

（表２－１）香川県における死因順位別にみ た年齢階級別死亡数・構成割合（令和３年合計） 
 

年齢階級 
第 1 位 第 2 位 第 3 位 

死因 死亡数 割合 死因 死亡数 割合 死因 死亡数 割合 

10～14 歳 不慮の事故 1 100%       

15～19歳 自殺 3 37.5% 不慮の事故 2 25.0% 

悪性新生物

心疾患 

神経系の疾患 

1 

1 

1 

12.5% 

12.5% 

12.5% 

20～24歳 自殺 12 52.2% 悪性新生物 3 13.0% 神経系の疾患 2 8.7% 

25～29歳 自殺 3 37.5% 悪性新生物 2 25.0% 

心疾患 

消化器系の疾患 

他殺 

1 

1 

1 

12.5% 

12.5% 

12.5% 

30～34歳 自殺 7 30.4% 
悪性新生物 
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2 8.7% 
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50～54 歳 悪性新生物 54 36.2% 
心疾患 17 11.4% 

消化器系の疾患 14 9.4% 
自殺 17 11.4% 

55～59 歳 悪性新生物 77 42.1% 心疾患 24 13.1% 脳血管疾患 16 8.7% 

60～64 歳 悪性新生物 119 40.9% 心疾患 41 14.1% 脳血管疾患 21 7.2% 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 
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 我が国の若い世代の自殺の状況を他の先進国（G７）と比較すると、10 歳代及び 20

歳代の死因の第１位が自殺となっているのは、日本とドイツのみで、その自殺死亡率

も他の国に比べ高い状況です。 

 

（表２－２）先進７か国における自殺の死因順位及び死亡率 

資料：厚生労働省自殺対策白書（令和４年版） 

 

５ 職業別の自殺者数 

職業別の自殺者数は、男性は、「被雇用・勤め人」、「年金・雇用保険等生活者」、「そ

の他の無職者」の順で多く、女性は、「年金・雇用保険等生活者」、「その他の無職者」、

「被雇用・勤め人」の順で多くなっています。 

（図２－８）香川県における職業別の自殺者数（平成 24 年～令和３年合計） 

 

 
資料：厚生労働省自殺対策推進室「地域における自殺の基礎資料」【自殺日・住居地】 
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国名 

 

データ 

基準年 

10～19 歳 20～29 歳 全年代 

全死因に

対する 

順位 

自殺死亡率

（人口 10 万人当たり） 

全死因に

対する 

順位 

自殺死亡率

（人口 10 万人当たり） 

自殺死亡率

（人口 10 万人当たり） 

日本 令和元年 １位 5.9 １位 17.2 15.7 

フランス 平成 28 年 ３位 1.9 ２位 7.7 13.1 

ドイツ 令和２年 ２位 2.4 １位 7.2 11.1 

カナダ 平成 28 年 ２位 5.9 ２位 13.4 11.3 

アメリカ 令和元年 ２位 6.6 ２位 17.5 14.6 

イギリス 令和元年 ２位 2.8 ２位 10.6 8.4 

イタリア 平成 29 年 ３位 1.5 ２位 4.8 6.5 
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６ 場所別・手段別の自殺者数 

場所別の自殺者数は、「自宅等」が最も多く、手段別の自殺者数は、「首つり」が最

も多くなっています。 

（図２－９）香川県における場所別・手段別の自殺者数（平成 24 年～令和３年合計） 

 

 
資料：厚生労働省自殺対策推進室「地域における自殺の基礎資料」【自殺日・住居地】 

 

 

７ 時間帯別の自殺者数 

時間帯別の自殺者数は、男性は、不詳を除くと「０～２時」が最も多く、女性は、

「12～14 時」が最も多くなっています。 

（図２－10）香川県における時間帯別の自殺者数（平成 24 年～令和３年合計） 
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８ 曜日別の自殺者数 

曜日別の自殺者数は、男性は、「月曜」、「火曜」が多く、女性は、「火曜」、「水曜」

が多くなっていますが、男性ほど差は目立ちません。 

（図２－11）香川県における曜日別の自殺者数（平成 24 年～令和３年合計） 

 

 
資料：厚生労働省自殺対策推進室「地域における自殺の基礎資料」【自殺日・住居地】 

 

 

９ 原因・動機別の自殺者数 

原因・動機別の自殺者数は、男性、女性ともに「健康問題」が最も多く、次に不詳

を除き、男性は「経済・生活問題」が多く、女性は「家庭問題」が多くなっています。 

（図２－12）香川県における原因・動機別の自殺者数（平成 24 年～令和３年合計） 

 

資料：厚生労働省自殺対策推進室「地域における自殺の基礎資料」【自殺日・住居地】 

注）遺書等の自殺を裏付ける資料により明らかに推定できる原因・動機を自殺者１人につき３つまで計上可能

としているため、原因・動機特定者の原因・動機別の和と原因・動機特定者数とは一致しない。 
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健康問題に分類される原因・動機を詳しくみると、男性は「身体の悩み（身体の病

気）」が最も多く、次に「病気の悩み・影響（うつ病）」が多くなっており、女性は「病

気の悩み・影響（うつ病）」が最も多く、次に「身体の悩み（身体の病気）」が多くな

っています。 

（表２－３）香川県における健康問題に分類される原因・動機別自殺者数の割 合（平成 24 年～令和３年） 

 身体の悩み 

(身体の病気) 

病気の悩み・影響 身体障害の 

悩み 

その他 

うつ病 統合失調症 アルコール 

依存症 

薬物乱用 その他の 

精神疾患 

総数 33.6% 41.5% 9.3% 2.0% 0.7% 8.0% 2.5% 2.3% 

男性 39.7% 37.2% 9.0% 1.6% 0.4% 6.7% 2.5% 2.9% 

女性 24.8% 47.9% 9.9% 2.6% 1.0% 9.9% 2.6% 1.3% 

資料：警察庁自殺統計原票データを厚生労働省において特別集計したデータより障害福祉課作 成 【自殺日・住居地】 

 

原因・動機のうち、「身体の悩み（身体の病気）」、「病気の悩み・影響（うつ病）」に

ついて年齢階級別にみると、「身体の悩み（身体の病気）」は 60 歳代から割合が高く

なり、男性、女性ともに 80 歳代が最も高くなっています。「病気の悩み・影響（うつ

病）」は 20 歳未満の男性が 100%、20 歳代の女性が 64.7%と最も高くなっています。 

（表２－４）香川県における年齢階級別にみた「病気の悩み・影響（うつ病）」・「身体の

悩み（身体の病気）」を原因・動機とした自殺者数の割合（平成 24 年～令和３年） 

 

 

身体の悩み（身体の病気） 病気の悩み・影響（うつ病） 

計 男性 女性 計 男性 女性 

総数 33.6% 39.7% 24.8% 41.5% 37.2% 47.9% 

20 歳未満 10.0% 0.0% 12.5% 70.0% 100.0% 62.5% 

20 歳代 8.6% 5.6% 11.8% 54.3% 44.4% 64.7% 

30 歳代 13.8% 14.6% 12.5% 47.5% 47.9% 46.9% 

40 歳代 18.6% 21.4% 14.0% 47.8% 50.0% 44.2% 

50 歳代 22.4% 27.8% 11.4% 50.5% 47.2% 57.1% 

60 歳代 37.2% 42.9% 29.5% 43.4% 36.9% 52.5% 

70 歳代 46.7% 60.4% 23.2% 32.9% 22.9% 50.0% 

80 歳以上 62.6% 71.4% 52.9% 24.3% 19.6% 29.4% 

資料：警察庁自殺統計原票データを厚生労働省において特別集計したデータより障害福祉課作 成 【自殺日・住居地】 

 

このように、うつ病を原因・動機とした自殺が多くなっていますが、「平均４つの要

因（問題）が連鎖する中で自殺が起きている」こと、また、自殺行動に至った人の直

前の心の健康状態を見ると、大多数は、様々な悩みにより心理的に追い詰められた結

果、抑うつ状態にあったり、うつ病等を発症していたりすることから、うつ病に至る

までの危機経路に着目する必要があります。 
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10 同居人の有無、自殺未遂歴の有無別の自殺者数 

同居人の有無別自殺者数は、「同居人あり」が「同居人なし」の約 2.4 倍となってい

ます。一方、同居人の有無別自殺死亡率は、「同居人なし」が「同居人あり」の約 2.4

倍となっています。 

（図２－13）香川県における同居人の有無別の自殺者数（平成 24 年～令和３年） 

 
資料：厚生労働省自殺対策推進室「地域における自殺の基礎資料」【自殺日・住居地】 

（表２－５）香川県における同居人の有無別の自殺死亡率（平成 24 年～令和３年） 

 自殺者数（平均） 自殺死亡率 

同居人あり 115.5 人 14.8 

同居人なし 48.9 人 35.0 

        資料：厚生労働省自殺対策推進室「地域における自殺の基礎資料」【自殺日・住居地】、 

総務省統計局「令和２年国勢調査」より障害福祉課作成  

 

また、自殺未遂歴の有無別の自殺者数は、「自殺未遂歴なし」が「自殺未遂歴あ

り」の約 3.3 倍となっています。 

 

（図２－14）香川県における自殺未遂歴の有無別の自殺者数（平成 24 年～令和３年） 

 

 

 

 

資料：厚生労働省自殺対策推進室「地域における自殺の基礎資料」【自殺日・住居地】 

 

 

自殺未遂経験者について 

令和３年に日本財団が全都道府県 15 歳から 79 歳の男女を対象にインターネット

で行った「日本財団第４回自殺意識調査」によると、自殺未遂を経験した割合は 6.2％

となり、そのうち過去 1 年以内の自殺未遂がある割合は、29.4％（全体の 2.1％）と

されています。 
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11 関連統計 

（１）令和元年国民生活基礎調査 

12 歳以上の者について、日常生活での悩みやストレスの有無をみると「ある」が 

48.2％、「なし」が 50.7％となっています。年齢階級別に悩みやストレスがある者の

割合みると、「45～54 歳」、「85 歳以上」、「35～44 歳」の順で多くなっています。

（図２－15）悩みやストレスの有無別 

構成割合 

 

（図２－16）年齢階級別にみた悩みやストレ

スがある者の割合（12 歳以上） 

 
資料：厚生労働省「令和元年国民生活基礎調査」 

注）入院者は含まない。全国データは熊本県を除いたものである。 

 

（２）平成 28年県民健康・栄養調査 

15 歳以上で、最近の１か月間にストレスを感じた者の割合は、70.8％となっていま

す。また、ストレスが負担であり、解消方法も十分には持っていない者は、22.3％と

なっています。 

（図２－17）香川県における最近の１か月間にストレスを感じた人の割合とストレスの解消

法（15 歳以上） 

[まったく感じなかった|あまり感じなかった|少し感じた|かなり感じた] 

 

[ストレスを感じても、あまり負担になっていない|ストレスを負担に感じるが、十分な 

解消方法を持ち実行している|ストレスが負担であり、解消方法も十分には持っていない] 

 
資料：健康福祉総務課「平成 28 年県民健康・栄養調査」 
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（３）令和４年度全国学力・学習状況調査（質問紙調査） 

自己肯定感や信頼できる人間関係、危機回避能力等の「生きることの促進要因（自

殺に対する保護要因）」より、失業や多重債務、生活苦等の「生きることの阻害要因

（自殺のリスク要因）」が上回ったときに自殺リスクが高まると言われています。 

本調査によると、「将来の夢や目標を持っていますか」の項目で「あてはまる」「ど

ちらかといえば、あてはまる」と肯定的に回答した児童・生徒の割合は、小学校で全

国平均を上回っていますが、中学校では下回っています。また、小学生、中学生とも

に「自分でやると決めたことは、やり遂げるようにしていますか」「難しいことでも、

失敗を恐れないで挑戦していますか」の項目では、全国平均とほぼ同等ですが、「自分

には、よいところがあると思いますか」の項目では、約７割を超える児童・生徒が肯

定的に回答しているものの、3 ポイント以上全国平均を下回っており課題となってい

ます。 

（図２－18）質問紙調査の児童(小学生)の回答状況(香川・全国、令和４年度) 

[あてまはる|どちらかといえば、あてはまる|どちらかといえば、あてはまらない|あてはまらない] 

 

 

資料：文部科学省「令和４年度全国学力・学習状況調査（質問紙調査）」 

(図２－19）質問紙調査の生徒(中学生)の回答状況(香川・全国、令和４年度) 

[あてまはる|どちらかといえば、あてはまる|どちらかといえば、あてはまらない|あてはまらない] 

 

 

 

 
資料：文部科学省「令和４年度全国学力・学習状況調査（質問紙調査）」 
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12 香川県の自殺の特徴（地域自殺実態プロファイル【2022】） 

都道府県自殺対策計画の策定支援を行う「いのち支える自殺対策推進センター」に

おいて、地域の実情を把握するための資料として、全ての都道府県及び市町村それぞ

れの自殺の実態を分析した「自殺実態プロファイル」が作成されました。「自殺実態プ

ロファイル」における分析によると、性・年代等の特性でみた主な自殺の特徴は、次

のとおりです。 

（表２－６）香川県の主な自殺の特徴（平成 29 年～令和 3 年合計） 

上位５区分 
自殺者数 

5 年計 
割合 自殺死亡率* 背景にある主な自殺の危機経路** 

1 位:男性 60 歳以上無職同居 131 17.3% 35.3 
失業（退職）→生活苦＋介護の悩み 

（疲れ）＋身体疾患→自殺 

2 位:男性 40～59 歳有職同居 73 9.6% 15.4 
配置転換→過労→職場の人間関係の悩み

＋仕事の失敗→うつ状態→自殺 

3 位:男性 20～39 歳有職同居 61 8.1% 21.0 
職場の人間関係／仕事の悩み(ブラック 

企業)→パワハラ＋過労→うつ状態→自殺 

4 位:男性 60 歳以上無職独居 59 7.8% 84.0 
失業（退職）→死別＋離別→うつ状態 

→将来生活への悲観→自殺 

5 位:女性 60 歳以上無職同居 54 7.1% 9.2 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺 

資料：いのち支える自殺対策推進センター提供資料（警察庁「自殺統計」【自殺日・住居地】を特別集計） 

 
* 自殺死亡率の算出に用いた人口（母数）は、総務省「令和２年国勢調査」就業状態等基本集計を基に「いのち支

える自殺対策推進センター」にて推計したもの 
**「自殺実態白書 2013（NPO 法人ライフリンク）」を参考に全国的にみて代表的と考えられる経路を示したもの 

 

そして、「地域の自殺の特徴」の上位の３区分の性・年代等の特性と「背景にある主

な自殺の危機経路」を参考に選定された、本県において推奨される重点パッケージ（地

域において優先的な課題となりうる施策）としては、「高齢者」、「生活困窮者」、「勤

務・経営」、「子ども・若者」が挙げられています。 
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（参考）自殺者数・自殺死亡率の推移（香川・全国、平成元年～令和３年） 
 自殺者数 自殺死亡率 

香川県 全国 香川県 全国 

年 総数 男性 女性 総数 男性 女性 総数 男性 女性 総数 男性 女性 

H1 192 107 85 21,125 12,939 8,186 18.7 21.6 15.9 17.3 21.5 13.1 

H2 164 95 69 20,088 12,316 7,772 16.1 19.3 13.0 16.4 20.4 12.4 

H3 176 121 55 19,875 12,477 7,398 17.2 24.6 10.3 16.1 20.6 11.8 

H4 177 120 57 20,893 13,516 7,377 17.3 24.4 10.7 16.9 22.3 11.7 

H5 186 125 61 20,516 13,540 6,976 18.2 25.4 11.4 16.6 22.3 11.1 

H6 159 98 61 20,923 14,058 6,865 15.5 19.9 11.5 16.9 23.1 10.9 

H7 160 99 61 21,420 14,231 7,189 15.6 20.1 11.5 17.2 23.4 11.3 

H8 193 125 68 22,138 14,853 7,285 18.8 25.4 12.8 17.8 24.3 11.5 

H9 156 108 48 23,494 15,901 7,593 15.2 21.9 9.0 18.8 26.0 11.9 

H10 222 153 69 31,755 22,349 9,406 21.7 31.0 12.9 25.4 36.5 14.7 

H11 197 133 64 31,413 22,402 9,011 19.2 27.0 12.0 25.0 36.5 14.1 

H12 231 176 55 30,251 21,656 8,595 22.7 35.9 10.4 24.1 35.2 13.4 

H13 191 123 68 29,375 21,085 8,290 18.8 25.2 12.9 23.3 34.2 12.9 

H14 210 155 55 29,949 21,677 8,272 20.7 31.8 10.4 23.8 35.2 12.8 

H15 226 172 54 32,109 23,396 8,713 22.3 35.3 10.2 25.5 38.0 13.5 

H16 199 142 57 30,247 21,955 8,292 19.7 29.2 10.9 24.0 35.6 12.8 

H17 201 149 52 30,553 22,236 8,317 20.0 30.8 9.9 24.2 36.1 12.9 

H18 222 162 60 29,921 21,419 8,502 22.1 33.6 11.5 23.7 34.8 13.2 

H19 229 157 72 30,827 22,007 8,820 22.9 32.7 13.8 24.4 35.8 13.7 

H20 201 150 51 30,229 21,546 8,683 20.2 31.4 9.8 24.0 35.1 13.5 

H21 205 142 63 30,707 22,189 8,518 20.7 29.8 12.2 24.4 36.2 13.2 

H22 215 153 62 29,554 21,028 8,526 21.7 32.1 12.1 23.4 34.2 13.2 

H23 239 169 70 28,896 19,904 8,992 24.3 35.6 13.7 22.9 32.4 13.9 

H24 172 124 48 26,433 18,485 7,948 17.5 26.2 9.4 21.0 30.1 12.3 

H25 184 125 59 26,063 18,158 7,905 18.8 26.5 11.6 20.7 29.7 12.3 

H26 169 119 50 24,417 16,875 7,542 17.4 25.3 9.9 19.5 27.6 11.7 

H27 157 108 49 23,152 16,202 6,950 16.2 23.0 9.8 18.5 26.5 10.8 

H28 156 104 52 21,021 14,642 6,379 16.2 22.3 10.5 16.8 24.1 9.9 

H29 150 107 43 20,468 14,336 6,132 15.6 23.1 8.7 16.4 23.6 9.6 

H30 149 113 36 20,031 13,851 6,180 15.7 24.5 7.3 16.1 22.9 9.7 

R１ 141 95 46 19,425 13,668 5,757 14.9 20.7 9.4 15.7 22.7 9.1 

R２ 149 108 41 20,243 13,588 6,655 15.9 23.9 8.5 16.4 22.7 10.5 

R３ 141 99 42 20,291 13,508 6,783 15.2 22.0 8.7 16.5 22.6 10.8 

資料：厚生労働省「人口動態統計」、総務省統計局「人口推計」、統計調査課「香川県人口移動調査」より 

障害福祉課作成 
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（参考）男女別・年齢階級別自殺者数の推移（香川、平成８年～令和３年） 
総数 男女計 10～19 歳 20～29 歳 30～39 歳 40～49 歳 50～59 歳 60～69 歳 70～79 歳 80 歳～ 

H8 193 2 14 22 41 41 33 15 25 

H9 156 4 14 18 36 31 23 17 13 

H10 222 9 18 24 44 51 39 23 14 

H11 197 4 26 25 31 51 27 19 14 

H12 231 9 21 26 39 65 30 21 20 

H13 191 4 28 24 19 57 24 22 13 

H14 210 2 16 23 38 58 43 18 12 

H15 226 2 31 32 24 60 33 27 17 

H16 199 1 24 24 31 52 36 18 13 

H17 201 3 24 30 29 47 33 19 16 

H18 222 3 17 28 33 68 35 30 8 

H19 229 4 23 29 31 59 33 20 30 

H20 201 2 20 34 32 46 34 19 14 

H21 205 7 12 35 24 42 42 32 11 

H22 215 5 26 32 29 41 41 17 24 

H23 239 5 28 34 39 39 46 25 23 

H24 172 2 19 25 26 31 37 20 12 

H25 184 8 15 28 30 26 36 24 17 

H26 169 3 25 23 23 31 23 22 19 

H27 157 4 17 21 29 25 24 20 17 

H28 156 1 18 25 31 20 28 19 14 

H29 150 6 14 10 21 22 34 21 22 

H30 149 4 13 32 24 21 25 18 12 

R１ 141 4 17 14 28 16 15 26 21 

R２ 149 12 17 20 18 20 16 30 16 

R３ 141 3 15 16 25 24 20 20 18 

男性 総数 10～19 歳 20～29 歳 30～39 歳 40～49 歳 50～59 歳 60～69 歳 70～79 歳 80 歳～ 

H8 125 1 7 18 30 32 24 6 7 

H9 108 3 9 11 31 25 16 11 2 

H10 153 6 11 17 39 41 23 8 8 

H11 133 3 19 17 23 40 15 9 7 

H12 176 9 17 21 33 51 25 13 7 

H13 123 3 18 18 13 40 19 9 3 

H14 155 1 10 19 34 50 27 6 8 

H15 172 2 26 25 19 49 26 16 9 

H16 142 1 18 18 23 39 21 13 9 

H17 149 2 20 25 22 35 25 13 7 

H18 162 1 11 22 29 52 24 19 4 

H19 157 4 14 21 25 45 20 12 16 

H20 150 2 15 28 25 34 25 13 8 

H21 142 4 9 21 17 30 35 20 6 

H22 153 3 21 23 25 28 28 8 17 

H23 169 4 18 28 23 30 34 18 14 

H24 124 2 15 21 16 29 24 9 8 

H25 125 7 8 23 23 21 22 16 5 

H26 119 1 18 17 16 23 18 16 10 

H27 108 4 14 14 21 14 18 10 13 

H28 104 0 13 17 26 19 15 11 3 

H29 107 3 9 9 17 19 24 12 14 

H30 113 3 8 28 20 14 20 12 8 

R１ 95 3 11 12 19 10 8 22 10 

R２ 108 8 15 15 12 13 13 21 11 

R３ 99 2 10 11 17 17 15 14 13 
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女性 総数 10～19 歳 20～29 歳 30～39 歳 40～49 歳 50～59 歳 60～69 歳 70～79 歳 80 歳～ 

H8 68 1 7 4 11 9 9 9 18 

H9 48 1 5 7 5 6 7 6 11 

H10 69 3 7 7 5 10 16 15 6 

H11 64 1 7 8 8 11 12 10 7 

H12 55 0 4 5 6 14 5 8 13 

H13 68 1 10 6 6 17 5 13 10 

H14 55 1 6 4 4 8 16 12 4 

H15 54 0 5 7 5 11 7 11 8 

H16 57 0 6 6 8 13 15 5 4 

H17 52 1 4 5 7 12 8 6 9 

H18 60 2 6 6 4 16 11 11 4 

H19 72 0 9 8 6 14 13 8 14 

H20 51 0 5 6 7 12 9 6 6 

H21 63 3 3 14 7 12 7 12 5 

H22 62 2 5 9 4 13 13 9 7 

H23 70 1 10 6 16 9 12 7 9 

H24 48 0 4 4 10 2 13 11 4 

H25 59 1 7 5 7 5 14 8 12 

H26 50 2 7 6 7 8 5 6 9 

H27 49 0 3 7 8 11 6 10 4 

H28 52 1 5 8 5 1 13 8 11 

H29 43 3 5 1 4 3 10 9 8 

H30 36 1 5 4 4 7 5 6 4 

R１ 46 1 6 2 9 6 7 4 11 

R２ 41 4 2 5 6 7 3 9 5 

R３ 42 1 5 5 8 7 5 6 5 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 
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第３章 これまでの取組みと評価 

平成 18 年に基本法が施行されて以降、本県では、香川県自殺対策推進センターを

設置するなどし、自殺対策に取り組んできました。さらに、平成 30 年４月には、基

本法の改正を踏まえ、第１期計画を策定し、その下で自殺対策を総合的に推進してき

ました。 

 

１ 第１期計画における具体的取組み 

 県では、自殺対策の基本方針に基づき、事前対応、危機対応、事後対応の各段階に

応じた対策を進めてきました。主な具体的取組みは以下のとおりです。 

 

（１）事前対応：自殺予防のための情報提供、普及啓発等 

①相談窓口等に関する情報提供 

・テレビ、ラジオ、県広報誌等の媒体や精神保健福祉センター、各保健福祉事務所、

市町等を通じてリーフレット等により各種相談窓口に関する情報を提供しています。 

・悩み別の相談窓口一覧やうつ病に対する正しい知識等、様々な情報がパソコンやス

マートフォンから簡単に閲覧できるよう、「かがわ自殺予防対策Ｗｅｂサイト」を開

設しています。 

②自殺予防週間（９月）、自殺対策強化月間（３月） 

・広く県民へ自殺に関する正しい知識の普及啓発を図るため、関係機関と連携して「街

頭キャンペーン」を実施するほか、電車の中吊り広告やＪＲ時刻表へ広告を掲載して

います。 

③若年層対策 

・若年層の自殺を未然に防ぐため、小中学校、高校、特別支援学校の児童生徒を対象

としたＳＯＳの出し方や、学校等の支援者における子どもの悩みやＳＯＳのサインを

受け止めるスキル向上を目的とした「こころの健康づくり出前授業」を実施していま

す。  

 

（２）危機対応：自殺の兆しを早期に発見するため、相談・支援の充実による自殺の

防止や対象等に応じた取組み 

①こころの電話相談  

・精神保健福祉センターや各保健福祉事務所に電話相談窓口を設置し、悩みを抱える

人の相談に応じるとともに、各分野の専門相談機関とも連携し、相談者への積極的な

支援を行っています。 
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②ゲートキーパー養成事業  

・精神保健福祉センターや各保健福祉事務所、市町や民間団体において、ゲートキー

パー養成研修を行っています。 

③ＳＮＳを活用した相談 

・コロナ禍における相談支援の充実を図るため、若者を中心に、日常的なコミュニケ

ーション手段として広く利用されているＳＮＳを活用した相談を毎日（17 時～22 時）

実施しています。 

④かかりつけ医うつ病対応力向上研修 

・内科医等を中心として、うつ病に関する専門的な知識、うつ病の診断技術などの向

上を図り、精神科医へ適切かつ円滑に繋げるため、「かかりつけ医うつ病対応力向上

研修」を実施しています。 

 

（３）事後対応：自殺や自殺未遂が生じてしまった場合等、遺族や自殺未遂者へのケ

アと支援の充実に向けた取組み 

①遺族の自助グループ等の運営支援 

・地域自殺対策強化交付金を活用し、自死遺族を支援する民間団体の相談業務や人材

養成に支援を行っています。 

②自殺未遂者訪問支援事業 

・精神保健福祉センターで、救急医療機関等に搬送された自殺未遂者等を地域の支援

や精神科医療に繋ぐ専門職員を配置するなど、自殺未遂者の支援体制を構築していま

す。 

 

２ 取組みを踏まえた評価 

 これまでの県の取組みに加えて、関係団体、市町等でライフステージに沿った切れ

目のない支援に継続的に取り組んできた結果、本県の自殺者数は近年減少傾向であり、

令和３年における自殺者数は 141 人と、最多となる平成 23 年の 239 人と比較して人

数で 98 人、率にして約 41％減少しました。 

しかしながら、第１期計画で目標としていた「自殺死亡率 14.3 以下」は、現時点で

は達成できておらず、引き続き、自殺対策に取り組む必要があります。 

 

（第１期計画の目標値と現状） 

 

指標 平成 27 年 目標(令和４年) 現状(令和３年) 

自殺死亡率（人口 10 万人当たり） 16.2 14.3 以下 15.2 

自殺者数 157 人 134 人以下 141 人 
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第４章 自殺対策の基本方針 

令和４年 10 月に閣議決定された自殺総合対策大綱における基本方針を勘案して、以

下の６つの基本方針に基づいて自殺対策を推進します。 

 

１ 生きることの包括的な支援として推進 

２ 関連施策との有機的な連携による総合的な対策の展開 

３ 対応の段階に応じたレベルごとの対策の効果的な連動 

４ 実践と啓発を両輪として推進 

５ 関係者の役割の明確化と関係者による連携・協働の推進 

６ 自殺者等の名誉及び生活の平穏への配慮 

 

１ 生きることの包括的な支援として推進 

自殺はその多くが追い込まれた末の死であり、その多くが防ぐことができる社会的

な問題であるとの基本認識の下、自殺対策を、生きることの包括的な支援として、社

会全体の自殺リスクを低下させるとともに、一人ひとりの生活を守るという姿勢で展

開するものとします。 

この考え方は、「地球上の誰一人として取り残さない」社会の実現を目指す世界共

通の目標であるＳＤＧｓの理念と合致するものであり、自殺対策は、ＳＤＧｓの達成

に向けた政策としての意義を持ち合わせるものです。 

個人においても地域においても、自己肯定感や信頼できる人間関係、危機回避能力

等の「生きることの促進要因（自殺に対する保護要因）」より、失業や多重債務、生活

苦等の「生きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」が上回ったときに自殺リスクが

高まります。 

そのため、自殺対策は「生きることの阻害要因」を減らす取組みに加えて、「生きる

ことの促進要因」を増やす取組みを行い、双方の取組みを通じて自殺リスクを低下さ

せる方向で推進する必要があります。自殺防止や遺族支援といった狭義の自殺対策だ

けでなく、「生きる支援」に関する地域のあらゆる取組みを総動員して、まさに「生き

ることの包括的な支援」として推進することが重要です。 

 

２ 関連施策との有機的な連携による総合的な対策の展開 

自殺に追い込まれようとしている人が安心して生きられるようにして自殺を防ぐ

ためには、精神保健的な視点だけでなく、社会・経済的な視点を含む包括的な取組み

が重要です。また、このような包括的な取組みを実施するためには、様々な分野の施

策、人々や組織が密接に連携する必要があります。 
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自殺の要因となり得る生活困窮、孤独・孤立、児童虐待、性暴力被害、ひきこもり、

性的少数者等、関連の分野においても、連携の効果を更に高めるため、そうした様々

な分野の生きる支援にあたる人々がそれぞれ自殺対策の一翼を担っているという意

識を共有することが重要です。 

とりわけ、地域共生社会の実現に向けた取組みや生活困窮者自立支援制度などとの

連携を推進することや、精神科医療、保健、福祉等の各施策の連動性を高めて、誰も

が適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにすることが重要です。 

また、令和３年 12 月、国において「孤独・孤立対策の重点計画」が取りまとまり、

その中で、「孤独・孤立は、当事者個人の問題ではなく、社会環境の変化により当事者

が孤独・孤立を感じざるを得ない状況に至ったものである。孤独・孤立は当事者の自

助努力に委ねられるべき問題ではなく、現に当事者が悩みを家族や知人に相談できな

い場合があることも踏まえると、孤独・孤立は社会全体で対応しなければならない問

題である。」と自殺の問題と同様の認識が示されました。 

孤独・孤立の問題を抱える当事者やその家族に対する支援を行っていくことは、自

殺予防につながるものです。さらには、孤独・孤立対策は、行政と民間団体、地域資

源との連携など、自殺対策とも共通することから、孤独・孤立対策とも連携を図って

いく必要があります。 

そして、全国的に子どもの自殺者数が増加傾向を示しており、その自殺対策を強力

に推進することが必要です。子どもまんなか社会の実現に向けて、常に子どもの視点

に立って、子ども政策に強力かつ専一に取り組む組織として、こども家庭庁の設立が

令和５年４月１日に予定されていることから、本県の関係機関とも連携を図っていく

必要があります。 

 

３ 対応の段階に応じたレベルごとの対策の効果的な連動 

さらに、自殺対策は、社会全体の自殺リスクを低下させる方向で、「対人支援のレベ

ル」、「地域連携のレベル」、「社会制度のレベル」、それぞれにおいて強力に、かつそれ

らを総合的に推進することが重要です。 

これは、住民の暮らしの場を原点としつつ、「様々な分野の対人支援を強化するこ

と」と、「対人支援の強化等に必要な地域連携を促進すること」、更に「地域連携の促

進等に必要な社会制度を整備すること」を一体的なものとして連動して行っていくと

いう考え方（三階層自殺対策連動モデル）です。 

また、時系列的な対応としては、自殺の危険性が低い段階における啓発等の「事前

対応」と、現に起こりつつある自殺発生の危険に介入する「危機対応」、それに自殺や

自殺未遂が生じてしまった場合等における「事後対応」の、それぞれの段階において
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施策を講じる必要があります。 

加えて、「自殺の事前対応の更に前段階での取組み」として、学校において、児童生

徒等を対象とした、いわゆる「ＳＯＳの出し方に関する教育」を推進することも重要

とされています。 

（図４）三階層自殺対策連動モデル（いのち支える自殺対策推進センター資料） 

 

 

４ 実践と啓発を両輪として推進 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」ですが、危機に陥っ

た人の心情や背景が理解されにくい現実があり、そうした心情や背景への理解を深め

ることも含めて、危機に陥った場合には誰かに援助を求めることが適当であるという

ことが、地域全体の共通認識となるように、引き続き積極的に普及啓発を行うことが

重要です。 

全ての県民が、身近にいるかもしれない自殺を考えている人のサインに早く気づき、

精神科医等の専門家につなぎ、その指導を受けながら見守っていけるよう、広報活動、

教育活動等に取り組んでいくことが必要です。 
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５ 関係者の役割の明確化と関係者による連携・協働の推進 

「誰も自殺に追い込まれることのない香川」を実現するためには、国、県、市町、

関係団体、民間団体、企業、県民等が、それぞれ果たすべき役割を明確化、共有化し

た上で、相互の連携・協働して、県を挙げて自殺対策を推進する必要があります。 

本県の自殺対策における県、市町、関係機関・関係団体、民間団体、企業及び県民

の果たすべき役割は、次のとおりと考えられます。 

＜県、市町＞ 

地域の状況に応じた施策を策定し、実施する責務を有する県、市町は、大綱及び地

域の実情等を勘案して、地域自殺対策計画を策定し、住民一人ひとりの身近な行政主

体として、国と連携しつつ、地域における各主体の緊密な連携・協働に努めながら自

殺対策を推進します。 

障害福祉課に設置している香川県自殺対策推進センターでは、いわば管内のエリア

マネージャーとして、厚生労働大臣指定法人・一般社団法人いのち支える自殺対策推

進センター（以下「いのち支える自殺対策推進センター」という。）の支援を受けつ

つ、市町の地域自殺対策計画の策定・進捗管理・検証等への支援を行います。 

＜関係機関・関係団体＞ 

保健、医療、福祉、教育、労働、法律その他の自殺対策に関係する関係機関、専門

職の職能団体や大学・学術団体、直接関係はしないがその活動内容が自殺対策に寄与

し得る業界団体等の関係団体は、それぞれの活動内容の特性等に応じて積極的に自殺

対策に参画することが求められます。 

＜民間団体＞ 

地域で活動する民間団体は、直接自殺防止を目的とする活動のみならず、保健、医

療、福祉、教育、人権、労働、法律その他の関連する分野での活動もひいては自殺対

策に寄与し得るということを理解して、他の主体との連携・協働の下、国、県、市町

等からの支援も得ながら、積極的に自殺対策に参画することが求められます。 

＜企業＞ 

企業は、労働者を雇用し経済活動を営む社会的存在として、その雇用する労働者の

心の健康の保持及び生命身体の安全の確保を図ることなどにより自殺対策において

重要な役割を果たせること、ストレス関連疾患や勤務問題による自殺は、本人やその

家族にとって計り知れない苦痛であるだけでなく、結果として、企業の活力や生産性

の低下をもたらすことを認識し、積極的に自殺対策に参画することが期待されます。 

＜県民＞ 

県民は、自殺の状況や生きることの包括的な支援としての自殺対策の重要性に対す

る理解と関心を深めるとともに、自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり
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得る危機」であって、その場合には誰かに援助を求めることが適当であるということ

を理解し、また、危機に陥った人の心情や背景が理解されにくい現実も踏まえ、そう

した心情や背景への理解を深めるよう努めつつ、自らの心の不調や周りの人の心の不

調に気づき、適切に対処することができるようにすることが必要です。 

自殺が社会全体の問題であり我が事であることを認識し、「誰も自殺に追い込まれ

ることのない香川」の実現のため、主体的に自殺対策に取り組むことが期待されます。 

 

６ 自殺者等の名誉及び生活の平穏への配慮 

基本法第９条において、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等の名誉及

び生活の平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害することのないようにし

なければならないと定められています。また、同 21 条において、自殺又は自殺未遂

が自殺者又は自殺未遂者の親族等に及ぼす深刻な心理的影響が緩和されるよう、当該

親族等への適切な支援を行うために必要な施策を講ずるものと定められています。こ

のことから、県、市町、民間団体等の自殺対策に関わる者は、このことを改めて認識

して自殺対策に取り組むことが重要です。 
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第５章 自殺対策における香川県の重点施策 

「第２章 香川県における自殺の現状」において把握した地域の実情及び「第３章 

これまでの取組みと評価」を勘案するとともに、「第４章 自殺対策の基本方針」にお

ける６つの基本方針を踏まえて、本県が取り組むべき本計画中の重点施策として、以

下の施策を設定し、各関係部局が有機的な連携を図り総合的に実施します。 

１ 地域レベルの実践的な取組みへの支援を強化する 

自殺総合対策の更なる推進を図るため、平成 28 年４月に基本法が改正され、すべ

ての都道府県及び市町は、自殺対策計画を策定し、地域レベルでの効果的、効率的な

自殺対策を実践することになりました。その結果、令和３年度までに県内すべての市

町で地域自殺対策計画が策定されました。引き続き、厚生労働省自殺対策推進室やい

のち支える自殺対策推進センターの支援を受けつつ、障害福祉課に設置した香川県自

殺対策推進センターにおいて、市町の地域自殺対策計画の策定（見直し）・進捗管理・

検証等への支援を行います。 

（１）市町の地域自殺対策計画策定・見直し等の支援 

いのち支える自殺対策推進センターが作成する、全ての都道府県及び市町村それぞ

れの自殺の実態を分析した自殺実態プロファイル及び地域特性を考慮したきめ細や

かな対策を盛り込んだ地域自殺対策の政策パッケージの提供等を通じて、市町の地域

自殺対策計画の策定・見直しを支援します。【障害福祉課】 
 

２ 県民一人ひとりの気づきと見守りを促す 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」であるにもかかわら

ず、危機に陥った人の心情や背景が理解されにくい現実があり、そうした心情や背景

への理解を深めることも含めて、自殺の問題は一部の人の問題ではなく、誰もが当事

者となり得る重大な問題であることについて、引き続き県民の理解の促進を図る必要

があります。 

また、自殺に対する誤った認識や偏見を払拭し、命や暮らしの危機に陥った場合に

は誰かに援助を求めることが適当であるということの理解を促進することを通じて、

自分の周りにいるかもしれない自殺を考えている人の存在に気づき、思いに寄り添い、

声をかけ、話を聴き、必要に応じて専門家につなぎ、見守っていくという自殺対策に

おける県民一人ひとりの役割等についての意識が共有されるよう、引き続き教育活動、

広報活動等を通じた啓発事業を展開します。 

家族や友人、職場そして地域等、県民一人ひとりが、差別や偏見なく、多様性に寛

容的で、共に支え合う意識が醸成されるような取組みが期待されます。 
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（１）自殺予防週間と自殺対策強化月間の実施 

基本法第７条に規定する自殺予防週間（９月 10 日から 16 日まで）及び自殺対策強

化月間（３月）において、県、市町、関係機関・関係団体、民間団体等が連携して「い

のち支える自殺対策」という理念を前面に打ち出して啓発活動を推進します。あわせ

て、啓発活動によって援助を求めるに至った悩みを抱えた人が必要な支援が受けられ

るよう、支援策を重点的に実施します。また、世界メンタルヘルスデー（10 月 10 日）

での広報活動等を通じて、広く県民へ普及啓発を図り、メンタルヘルスへの理解促進

に努めます。【障害福祉課】 
 

（２）児童生徒の自殺対策に資する教育の実施 

学校において、体験活動等を活用して、自己肯定感の向上に係る道徳教育、心の健

康の保持に係る教育等の充実を図ります。また、各学校や地域の実情を踏まえつつ、

各教科等の授業の一環として、困難な事態、強い心理的負担を受けた場合等における

対処の仕方を身に付ける等のための教育（ＳＯＳの出し方に関する教育）を推進しま

す。【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】 

児童生徒の自殺は、長期休業明けに急増する傾向があることから、長期休業前から

長期休業期間中、長期休業明けの時期にかけて、学校における早期発見・見守り等の

取組みを推進します。【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】 
 

（３）自殺や自殺関連事象等に関する正しい知識の普及 

自殺や自殺関連事象に関する間違った社会通念からの脱却と県民一人ひとりの危

機遭遇時の対応能力（援助希求技術）を高めるため、インターネット（スマートフォ

ン、携帯電話等を含む。）を積極的に活用して正しい知識の普及を推進します。【障害

福祉課】 

自殺念慮の割合等が高いことが指摘されている性的少数者について、無理解や偏見

等がその背景にある社会的要因の一つであると捉えて、理解促進の取組みを推進しま

す。【人権・同和政策課、人権・同和教育課】 

ゲートキーパーの養成を通じて、自殺や自殺対策に関する正しい理解促進の取組み

を推進します。【障害福祉課】 
 

（４）うつ病等についての普及啓発の推進 

ライフステージ別の抑うつ状態やうつ病等のメンタルヘルス不調に対する正しい

知識の普及・啓発を行うことにより、早期休息・早期相談・早期受診を促進します。

【障害福祉課】 
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３ 自殺対策の推進に資する情報の収集及び提供等を図る 

令和２年は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等で自殺の要因となり得る様々

な問題が悪化したことなどにより、全国、本県ともに、子どもや若い女性等の自殺が

急増しました。その背景としては、コロナ禍による社会生活の変化や、自殺報道の影

響、配偶者からの暴力、育児、介護疲れ、雇用問題といった自殺につながりかねない

問題の深刻化等が考えられます。自殺者や遺族のプライバシーに配慮しつつ、自殺対

策の推進に資する情報収集を多角的に実施するとともに、その結果を自殺対策の実務

的な視点からも検証し、検証による成果等を速やかに自殺対策の実践に還元します。 

（１）自殺の実態や自殺対策の実施状況等に関する情報の集約、提供等 

国、地方公共団体、関係機関・関係団体、民間団体等が実施する自殺の実態解明の

ための調査の結果等を施策に生かせるよう、情報の集約、提供等を進めます。【障害福

祉課】 
 

（２）既存資料の利活用の促進 

自殺統計について地域自殺対策の推進に生かせるようにするため情報を集約し、提

供を推進します。【警察本部人身安全・少年課、障害福祉課】 
 

（３）コロナ禍における自殺等についての情報の収集 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響は現在も継続しており、国の分析を基に、引

き続き情報の集約、提供を進めます。【障害福祉課】 
 

４ 自殺対策に関わる人材の確保、養成及び資質の向上を図る 

自殺対策の専門家として直接的に自殺対策を担う人材の確保、養成、資質の向上を

図ることはもちろんですが、自殺には多くの要因が複合的に関係しているため、様々

な分野において生きることの包括的な支援に関わっている関係者を自殺対策に関わ

る人材として確保、養成することが重要となっていることを踏まえて、一般の県民を

はじめ、地域の保健、福祉、教育、警察、民間団体等の相談支援を行う関係機関の自

殺対策への参画と、それぞれの役割に応じた人材育成をさらに進める必要があります。   

また、自殺や自殺関連事象に関する正しい知識を普及したり、身近な人の自殺の危

険を示すサインに気づき、声をかけ、話を聴き、必要に応じて専門家につなぎ、見守

る、「ゲートキーパー」の役割を担う人材等を養成します。 
 

（１）大学や専修学校等と連携した自殺対策教育の推進 

生きることの包括的な支援として自殺対策を推進するに当たっては、自殺対策や自

殺のリスク要因への対応に係る人材の確保、養成及び資質の向上が重要であることか
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ら、医療、保健福祉、心理等に関する専門家などを養成する大学、専修学校、関係団

体等と連携して自殺対策教育の推進を働きかけます。【障害福祉課】 
 

（２）かかりつけの医師等の自殺リスク評価及び対応技術等に関する資質の向上 

うつ病等のメンタルヘルス不調患者は身体症状が出ることも多く、初めにかかりつ

けの医師等を受診することも多いことから、かかりつけの医師等のうつ病等のメンタ

ルヘルス不調の理解と対応、患者の社会的な背景要因を考慮して自殺リスクを的確に

評価できる技術の向上及び地域における自殺対策や様々な分野の相談機関や支援策

に関する知識の普及に努めます。【障害福祉課】 
 

（３）教職員に対する普及啓発等 

教職員が児童生徒のＳＯＳを察知し、それをどのように受け止めて適切な支援につ

なげるかなどについて、教材の配布等により普及啓発を図ります。【義務教育課、高校

教育課、特別支援教育課、障害福祉課】 

自殺者の遺児等に対するケアも含め教育相談を担当する教職員の資質向上のため

の研修の充実を図ります。【教育委員会総務課、義務教育課、高校教育課、特別支援教

育課】 

ＬＧＢＴ等の子どもたちに対する教職員の理解と認識を深めさせるため、研修の充

実を図ります。【人権・同和教育課】 
 

（４）地域保健スタッフや産業保健スタッフの資質の向上 

精神保健福祉センター、保健所等における心の健康問題に関する相談機能を向上さ

せるため、保健師等の地域保健スタッフに対する心の健康づくりや当該地域の自殺対

策についての資質向上のための研修の充実に努めます。【障害福祉課】 

また、職域におけるメンタルヘルス対策を推進するため、産業保健スタッフの資質

向上のための研修等の充実に努めます。【障害福祉課】 
 

（５）介護支援専門員等に対する研修 

介護支援専門員、介護福祉士、社会福祉士等の介護事業従事者の研修等の機会を通

じ、心の健康づくりや自殺対策に関する知識の普及に努めます。【障害福祉課】 
 

（６）民生委員・児童委員等への研修 

住民主体の見守り活動を支援するため、民生委員・児童委員等に対する心の健康づ

くりや自殺対策に関する施策についての研修の充実に努めます。【障害福祉課】 
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（７）社会的要因に関連する相談員の資質の向上 

消費生活センター、地方公共団体等の多重債務相談窓口、商工会・商工会議所等の

経営相談窓口、ハローワークの相談窓口等の相談員、福祉事務所のケースワーカー、

生活困窮者自立相談支援事業における支援員に対し、地域の自殺対策やメンタルヘル

スについての正しい知識の普及に努めます。【障害福祉課】 
 

（８）遺族等に対応する公的機関の職員の資質の向上 

警察官、消防職員等の公的機関で自殺に関連した業務に従事する者に対して、遺族

等からの意見も踏まえつつ、遺族等に寄り添った適切な遺族等への対応等に関する知

識の普及に努めます。【障害福祉課】 
 

（９）様々な分野でのゲートキーパーの養成 

弁護士、司法書士等、多重債務問題等の法律問題に関する専門家、調剤、医薬品販

売等を通じて住民の健康状態等に関する情報に接する機会が多い薬剤師、定期的かつ

一定時間顧客に接する機会が多いことから顧客の健康状態等の変化に気づく可能性

のある理容師、児童生徒と日々接している教職員等、業務の性質上、ゲートキーパー

としての役割が期待される職業について、地域の自殺対策やメンタルヘルスに関する

知識の普及に資する情報提供等、関係団体に必要な支援を行うこと等を通じ、ゲート

キーパー養成の取組みを促進します。【障害福祉課】 

県民一人ひとりが、周りの人の異変に気づいた場合には身近なゲートキーパーとし

て適切に行動することができるよう、必要な基礎的知識の普及に努めます。【障害福

祉課】 
 

（10）自殺対策従事者への心のケアの推進 

地方公共団体の業務や民間団体の活動に従事する人も含む自殺対策従事者につい

て、相談者が自殺既遂に至った場合も含めて自殺対策従事者の心の健康を維持するた

めの仕組みづくりの推進に努めるとともに、心の健康に関する知見をいかした支援方

法の普及に努めます。【障害福祉課】 
 

（11）家族や知人等を含めた支援者への支援 

悩みを抱える者だけでなく、悩みを抱える者を支援する家族や知人等を含めた支援

者が孤立せずに済むよう、これらの家族等に対する支援に努めます。【障害福祉課】 
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５ 心の健康を支援する環境の整備と心の健康づくりを推進する 

厚生労働省「令和元年国民生活基礎調査」によると、本県は、悩みやストレスがあ

る割合が 25 歳～64 歳の働き盛りの世代で高くなっています。その年代を中心に、自

殺の原因となり得る様々なストレスについて、ストレス要因の軽減、ストレスへの適

切な対応など心の健康の保持・増進に加えて、過重労働やハラスメントの対策など職

場環境の改善のための、職場、地域、学校における体制整備を進めます。 
 

（１）職場におけるメンタルヘルス対策の推進 

過労死等がなく、仕事と生活を調和させ、健康で充実して働き続けることのできる

社会の実現のため、過労死等の防止のための対策を推進します。【労働政策課】 

また、職場におけるメンタルヘルス対策の充実を推進するため、労働局や産業保健

総合支援センター等の関係機関と連携し、事業場におけるメンタルヘルス対策の更な

る普及を図ります。【労働政策課】 

従業員の健康づくりを積極的にサポートし、従業員が健康で元気に働く職場をつく

る取組みの普及促進を図ります。【健康福祉総務課】 
 

（２）地域における心の健康づくり推進体制の整備 

精神保健福祉センター、保健所等における心の健康問題やその背景にある社会的問

題等に関する相談対応機能を向上させるとともに、心の健康づくりにおける地域保健

と産業保健及び関連する相談機関等との連携を推進します。【障害福祉課】 
 

（３）学校における心の健康づくり推進体制の整備 

保健室やカウンセリングルーム等をより開かれた場として、養護教諭等の行う健康

相談を推進するとともに、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の

専門家の効果的な活用を推進するなど学校における相談体制の充実を図ります。また、

相談の際にプライバシーが守られる環境を整備するとともに、これらの教職員等の資

質向上のための研修を行います。【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課、教育委

員会総務課】 

また、学校、家庭、地域社会が連携して、児童生徒がＳＯＳを出したときにより多

くの大人が児童生徒の悩みや相談を受け止めることができるように努めます。【義務

教育課、高校教育課、特別支援教育課】 

さらに、事業場としての学校の労働安全衛生対策を推進します。【教育委員会総務課、

義務教育課、高校教育課、特別支援教育課、保健体育課、健康福利課、労働政策課】 
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６ 適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにする 

自殺の危険性の高い人の早期発見に努め、必要に応じて確実に精神科医療につなぐ

取組みに併せて、これらの人々が適切な精神科医療を受けられるよう精神科医療体制

の充実に努めます。また、必ずしも精神科医療につなぐだけでは対応が完結しない事

例も少なくないと考えられ、精神科医療につながった後も、その人が抱える悩み、す

なわち自殺の危険性を高めた背景にある経済・生活の問題、福祉の問題、家族の問題

など様々な問題に対して包括的に対応する必要があります。そのため、精神科医療、

保健、福祉等の各施策の連動性を高めて、誰もが適切な精神保健医療福祉サービスを

受けられるように努めます。 
 

（１）精神科医療、保健、福祉等の各施策の連動性の向上 

保健、医療、福祉に関する計画等における精神保健福祉対策を踏まえつつ、地域の

精神科医療機関を含めた保健・医療・福祉・教育・労働・法律等の関係機関・関係団

体等のネットワークの構築を促進します。【障害福祉課】 

また、地域においてかかりつけの医師等がうつ病と診断した人を専門医につなげる

ための医療連携体制や様々な分野の相談機関につなげる多機関連携体制の整備に努

めます。【障害福祉課】 
 

（２）かかりつけの医師等の自殺リスク評価及び対応技術等に関する資質の向上 

うつ病等のメンタルヘルス不調患者は身体症状が出ることも多く、初めにかかりつ

けの医師等を受診することも多いことから、かかりつけの医師等のうつ病等のメンタ

ルヘルス不調の理解と対応、患者の社会的な背景要因を考慮して自殺リスクを的確に

評価できる技術の向上及び地域における自殺対策や様々な分野の相談機関や支援策

に関する知識の普及に努めます。【障害福祉課】【再掲】 
 

（３）子どもに対する精神保健医療福祉サービスの提供体制の整備 

障害福祉相談所、精神保健福祉センター、市町の子どもの相談に関わる機関等の療

育に関わる関係機関との連携の強化を図り、どのような家庭環境にあっても、全ての

子どもが適切な精神保健医療福祉サービスを受けられる環境の整備に努めます。【障

害福祉課】 
 

（４）うつ等のスクリーニングの実施 

保健所における訪問指導や、健康教育・健康相談の機会を活用することにより、地

域における、うつ病の懸念がある人の把握に努めます。【健康福祉総務課、子ども家庭

課、障害福祉課】 
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出産後間もない時期の産婦については、産後うつの予防等を図る観点から、産婦健

康診査で心身の健康状態や生活環境等の把握を行い、産後の初期段階における支援を

強化します。【子ども家庭課】 

妊婦健康診査や医療機関による出産ケア、新生児訪問や乳児家庭全戸訪問事業など

において一貫した支援が行われるよう、市町や医療機関、保健所等の連携支援体制を

強化し、妊娠・出産・子育てにおける切れ目ない支援に努めるとともに、産後うつの

予防等も含めた支援が必要な家庭を把握した場合には、適切な支援に結びつけます。

【子ども家庭課】 
 

（５）うつ病以外の精神疾患等によるハイリスク者対策の推進 

うつ病以外の精神疾患等によるハイリスク者において、自殺の危険因子である統合

失調症、アルコール健康障害、薬物依存症、ギャンブル等依存症等について、継続的

に治療・援助を行うための体制の整備、地域の医療機関を含めた保健・医療・福祉・

教育・労働・法律等の関係機関・関係団体のネットワークの構築、自助活動に対する

支援等に努めます。【障害福祉課】 
 

（６）がん患者、難病患者等に対する支援 

がん相談支援センター、難病相談支援ネットワークにおいて、がん・難病患者やそ

の家族に対し、様々なニーズに対応したきめ細かな相談支援が行えるよう、体制の充

実・強化に努めます。【健康福祉総務課】 
 

７ 社会全体の自殺リスクを低下させる 

自殺対策は、社会における「生きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」を減ら

し、「生きることの促進要因（自殺に対する保護要因）」を増やすことを通じて、社会

全体の自殺リスクを低下させる方向で実施する必要があります。そのため、様々な分

野において、「生きることの阻害要因」を減らし、併せて「生きることの促進要因」を

増やす取組みを推進します。 

そして、様々な分野において相談支援を強化し、様々なリスクを抱える人が信頼で

きる人や支援機関に繋がることができるよう、相談しやすい環境づくりや居場所づく

りに努め、包括的な支援ができるよう関係機関の連携を推進します。 
 

（１）地域における相談体制の充実と相談窓口情報等の分かりやすい発信 

自殺対策関連の相談窓口等を掲載した啓発用のパンフレット等が、啓発の対象とな

る人たちのニーズに即して作成・配布されるよう支援し、併せて地域の相談窓口が住

民にとって相談しやすいものになるよう体制の整備に努めます。【障害福祉課】 



第５章 自殺対策における香川県の重点施策 

 

36 

また、悩みを抱える人が気軽に相談でき、適切な支援を迅速に受けられるよう、精

神保健福祉センター、保健所における相談体制の充実を図るとともに、民間団体によ

る電話相談窓口の支援を行います。【障害福祉課】 

 また、多様な相談ニーズに対応するため、ＳＮＳ等を活用した相談体制の整備など、

相談者が必要とするときに効果的な対応が可能となるように努めます。【障害福祉課】 

さらに、支援を必要としている人が簡単に適切な支援策に係る情報を得ることがで

きるようにするため、インターネット（スマートフォン、携帯電話等を含む。）を活用

した検索等の仕組みや検索連動広告及びプッシュ型の情報発信など、生きることの包

括的な支援に関する情報の集約、提供を強化し、その周知に努めます。【障害福祉課】 
 

（２）多重債務等の相談窓口の充実等 

消費生活センターにおいて、多重債務・ヤミ金融専用の電話相談窓口を設置すると

ともに、特に専門家による法律相談が必要と判断されるものについては、弁護士・司

法書士などの専門家による法律相談を実施します。【くらし安全安心課】 
 

（３）失業者等に対する相談窓口の充実等 

香川県就職・移住支援センター「ワークサポートかがわ」における就職支援をはじ

め、無職者・失業者に対して早期再就職支援等の各種雇用対策を推進するとともに、

失業に直面した際に生じる心の悩みや様々な生活上の問題に関する相談に対応する

ため、関係機関と緊密に連携し、適切な支援機関につながるよう努めます。【労働政策

課、健康福祉総務課】 

また、「地域若者サポートステーション」において、地域の関係機関とも連携し、臨

床心理士、公認心理師による心理的カウンセリングも含めて、若年無業者等の職業的

自立を個別的・継続的・包括的に支援します。【労働政策課】 
 

（４）経営者に対する相談事業の実施等 

経営支援課内に｢中小企業対策相談窓口｣を設置しており、県の中小企業支援施策等

の説明・紹介など事業者からの相談に引き続き応じていきます。【経営支援課】 

また、商工会・商工会議所が実施する、経営の危機に直面した中小企業を対象とし

た相談事業、中小企業の一般的な経営相談に対応する相談事業を支援します。【経営

支援課】 
 

（５）行方不明者発見活動 

従来から行っている自殺するおそれのある行方不明者に関する行方不明者発見活

動を継続して実施するとともに、行方不明者を発見した時、その者の心理状態や悩み
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に応じた支援が受けられるように適切な支援先につなぐように努めます。【警察本部

人身安全・少年課】 

（６）インターネットを活用した自殺対策の強化 

支援を必要としている人が簡単に適切な支援策に係る情報を得ることができるよ

うにするため、インターネット（スマートフォン、携帯電話等を含む。）を活用した検

索等の仕組みや検索連動広告及びプッシュ型の情報発信など、生きることの包括的な

支援に関する情報の集約、提供を強化し、その周知に努めます。【障害福祉課】【再掲】 

また、自殺や自殺関連事象に関する間違った社会通念からの脱却と県民一人ひとり

の危機遭遇時の対応能力（援助希求技術）を高めるため、インターネット（スマート

フォン、携帯電話等を含む。）を積極的に活用して正しい知識の普及を推進します。

【障害福祉課】【再掲】 
 

（７）インターネット上の自殺関連情報対策の推進 

インターネット上の自殺関連情報についてサイト管理者等への削除依頼等を行い、

インターネット上の違法・有害情報の通報受付窓口である「インターネット・ホット

ラインセンター」について、その周知に努めます。【警察本部サイバー犯罪対策課】 

第三者に危害の及ぶおそれのある自殺の手段等を紹介するなどの情報等への対応

として、青少年へのインターネット利用に関して、フィルタリングサービスの利用や

青少年有害情報フィルタリング有効化措置の実施、家庭でのルールづくりなどの啓発

を行い、有害情報対策を推進するとともに、情報手段を賢く使うための判断力や心構

えなどの情報モラルの育成に努めます。【子ども政策課】 
 

（８）インターネット上の自殺予告事案への対応等 

インターネット上の自殺予告事案に対する迅速・適切な対応を継続して実施します。

【警察本部サイバー犯罪対策課】 
 

（９）介護者への支援の充実 

地域包括ケアシステムの構築に向け中核的な機関である市町地域包括支援センタ

ーの機能をより充実させるため、市町地域包括支援センターの職員を対象とした各種

研修会や講演会、地域における先進事例の収集及び情報提供、相談に対する助言を行

うなど、市町地域包括支援センター職員の資質向上を図ります。【長寿社会対策課】 
 

（10）ひきこもりへの支援の充実 

精神保健福祉センターに設置した「ひきこもり地域支援センター」を中心として、

各市町や保健所等と連携し、ひきこもり本人や家族からの相談に応じるとともに、ひ
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きこもりに関する支援者やひきこもりサポーターの対応能力向上のために研修を行

うなど、ひきこもりに関する専門的な知識や技術を必要とする相談、広域的な課題に

ついて市町に助言するなど、積極的に支援します。【障害福祉課】 
 

（11）児童虐待や性犯罪・性暴力の被害者への支援の充実 

児童虐待は、子どもの心身の発達と人格の形成に重大な影響を与え、自殺のリスク

要因ともなり得ます。児童虐待の発生予防から虐待を受けた子どもの自立支援までの

一連の対策を強化するため、市町や関係機関と連携して、相談機能や子どもの安全確

認・安全確保体制、虐待を受けた子どもの自立支援等の強化を図り、総合的、計画的

な児童虐待防止対策を推進します。【子ども家庭課】 

また、毎年 11 月の「児童虐待防止推進月間」を中心に、チラシ・ポスターの配布

や講演会を行うなど、児童虐待防止について広く県民に広報啓発を行います。【子ど

も家庭課】 

さらに、社会的養護の下で育った子どもは、施設などを退所し自立するに当たって、

保護者などから支援を受けられない場合が多く、その結果、様々な困難を抱えること

が多いです。そのため、子どもの自立支援を効果的に進めるために、引き続き相談体

制の整備に努めます。【子ども家庭課】 

性犯罪・性暴力被害者に、被害者の心身の負担を軽減し、その健康の回復を図るた

め、性暴力被害者支援センター「オリーブかがわ」において、被害直後からの総合的

な支援（電話・面談相談、産婦人科等医療、心理的支援等）を実施します。【男女参画・

県民活動課】 
 

（12）生活困窮者への支援の充実 

複合的な課題を抱える生活困窮者の中に自殺リスクを抱えている人が少なくない

実情を踏まえて、生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援事業において包括的な

支援を行うとともに、自殺対策に係る関係機関等とも緊密に連携し、効果的かつ効率

的な支援に努めます。【健康福祉総務課】 
 

（13）ひとり親家庭に対する相談窓口の充実等 

子育てと生計の維持を一人で担い、様々な困難を抱えている人が多いひとり親家庭

を支援するため、関係機関と連携し、相談機能の充実、子育てや生活への支援、就業

への支援、経済的支援に努めます。【子ども家庭課】 
 

（14）妊産婦への支援の充実 

妊娠期から出産後の養育に支援が必要な妊婦、妊婦健診を受けずに出産に至った産
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婦といった特定妊婦等への支援の強化を図るため、関係機関と連携して、子育て支援

や自立支援、家事支援、就労支援等に努めます。【子ども家庭課】 

出産後間もない時期の産婦については、産後うつの予防等を図る観点から、産婦健

康診査で心身の健康状態や生活環境等の把握を行い、産後の初期段階における支援を

強化します。【子ども家庭課】【再掲】 

妊婦健康診査や医療機関による出産ケア、新生児訪問や乳児家庭全戸訪問事業など

において一貫した支援が行われるよう、市町や医療機関、保健所等の連携支援体制を

強化し、妊娠・出産・子育てにおける切れ目ない支援に努めるとともに、産後うつの

予防等も含めた支援が必要な家庭を把握した場合には、適切な支援に結びつけます。

【子ども家庭課】【再掲】 

産後に心身の不調又は育児不安等を抱える者等に対しては、退院直後の母親等に対

して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てができる支援体制

の確保に努めます。【子ども家庭課】 
 

（15）性的少数者への支援の充実 

性的少数者の専門相談窓口を設置し、相談体制の充実に努めます。【人権・同和政策

課】 

性的指向及び性自認等を理由として困難な状況に置かれている子どもたちに対す

る教職員の理解と認識を深めさせるため、研修の充実を図ります。【人権・同和教育

課】 
 

（16）相談の多様な手段の確保 

各種相談事業において、障害の特性等により電話や対面による相談が困難な場合で

あっても、可能な限り相談ができるよう、ＦＡＸ、メール、ＳＮＳ等の多様な意思疎

通の手段の確保に努めます。【障害福祉課】 
 

（17）自殺対策に資する居場所づくりの推進 

社会生活を円滑に営む上で困難を有する子ども・若者等が孤立する前に、地域とつ

ながり、支援につながるよう、多様な居場所づくりの充実に努めます。【子ども政策

課、障害福祉課】 

高齢者については、閉じこもりやうつ状態になることを予防することが、介護予防

の観点からも必要であることから、長年培った豊かな経験や知識、技能を地域のため

に生かしたいと考えている高齢者に活躍の場の情報提供を行い、活躍の場へ案内する

「高齢者いきいき案内所」の認知度を高めるとともに、より効果的に活用し、高齢者

の生きがいづくりや社会参加をより一層促進します。【長寿社会対策課】 
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また、元気な高齢者を中心に、地域住民がボランティアとして声かけ・見守り活動

や居場所の運営ができる体制を構築するとともに、住民による声かけ・見守り活動や

高齢者が集まりやすい常設型の居場所づくりを推進する市町を支援します。【長寿社

会対策課】 
 

８ 自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ 

厚生労働省の「自殺未遂者・自殺者親族等のケアに関する検討会報告書」（平成 20

年３月）には、自殺未遂者は自殺者の少なくとも 10 倍存在するという報告や、４人

に１人の割合で身近な人の自殺を経験しているとされています。また、本県において

も、自殺者の約２割に自殺未遂歴があります。 

自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐための対策の強化、自殺未遂者を見守る家族等

の身近な支援者への支援の充実に努めます。 
 

（１）医療と地域の連携推進による包括的な未遂者支援の強化 

保健、医療、福祉に関する計画等における精神保健福祉対策を踏まえつつ、地域の

精神科医療機関を含めた保健・医療・福祉・教育・労働・法律等の関係機関・関係団

体等のネットワークの構築を促進します。【障害福祉課】【再掲】 

また、地域においてかかりつけの医師等がうつ病と診断した人を専門医につなげる

ための医療連携体制や様々な分野の相談機関につなげる多機関連携体制の整備に努

めます。【障害福祉課】【再掲】 
 

（２）家族等の身近な支援者に対する支援 

自殺の原因となる社会的要因に関する各種相談機関とのネットワークを構築する

ことにより精神保健福祉センターや保健所の保健師等による自殺未遂者に対する相

談体制の充実に努めます。また、地域の精神科医療機関を含めた保健・医療・福祉・

教育・労働・法律等の関係機関・関係団体のネットワークを構築するなど継続的なケ

アができる体制の整備を一層進めることなどにより、退院後の家族や知人等の身近な

支援者による見守り支援の充実に努めます。【障害福祉課】 

また、自殺未遂者の日常的な支援者としての家族や知人等、自殺未遂者のことで悩

んでいる家族や知人等の支えになりたいと考える者を対象とした研修の開催に努め

ます。【障害福祉課】 
 

（３）居場所づくりとの連動による支援 

社会生活を円滑に営む上で困難を有する子ども・若者等が孤立する前に、地域とつ

ながり、支援につながるよう、多様な居場所づくりの充実に努めます。【子ども政策
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課、障害福祉課】【再掲】 

（４）学校等での事後対応の促進 

 学校等で自傷行為や自殺未遂を把握した場合に、本人、その家族、児童生徒や教職

員などその直後の周りの人々に対する心理的ケアが的確に行われるよう、文部科学省

が作成したマニュアル（「教師が知っておきたい子どもの自殺予防」「子どもの自殺が

起きたときの緊急対応の手引き」など）の普及等により、適切な事後対応に努めます。

【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】 
 

９ 遺された人への支援を充実する 

基本法では、その目的規定において、自殺対策の総合的推進により、自殺の防止を

図ることとともに、自殺者の親族等の支援の充実を図ることが掲げられています。自

殺により遺された人等に対する迅速な支援、関連施策を含めた必要な支援情報の提供、

遺族の自助グループ等の地域における活動の支援に努めます。 
 

（１）遺族の自助グループ等の運営支援 

地域における遺族の自助グループ等の運営を支援し、相談機関の遺族等への周知に

努めるとともに、精神保健福祉センターや保健所の保健師等による遺族等への相談体

制の充実に努めます。【障害福祉課】 
 

（２）学校等での事後対応の促進 

学校等で自殺があった場合に、遺族、児童生徒や教職員などその直後の周りの人々

に対する心理的ケアが的確に行われるよう、文部科学省が作成したマニュアル（「教

師が知っておきたい子どもの自殺予防」「子どもの自殺が起きたときの緊急対応の手

引き」など）の普及等により、適切な事後対応に努めます。【義務教育課、高校教育課、

特別支援教育課】 
 

（３）遺族等の総合的な支援ニーズに対する情報提供の推進等 

自殺者や遺族のプライバシーに配慮しつつ、遺族等が必要とする支援策等に係る情

報提供に努めます。【障害福祉課】 
 

（４）遺族等に対応する公的機関の職員の資質の向上 

警察官、消防職員等の公的機関で自殺に関連した業務に従事する者に対して、遺族

等からの意見も踏まえつつ、遺族等に寄り添った適切な遺族等への対応等に関する知

識の普及に努めます。【障害福祉課】【再掲】 
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（５）遺児等への支援 

児童生徒と日頃から接する機会の多い学校の教職員を中心に、スクールカウンセラ

ーやスクールソーシャルワーカー、児童相談所、精神保健福祉センターや保健所の保

健師等による遺児等に関する相談体制の充実を図ります。【義務教育課、高校教育課、

特別支援教育課、子ども家庭課、障害福祉課】 

自殺者の遺児等に対するケアも含め教育相談を担当する教職員の資質向上のため

の研修の充実を図ります。【教育委員会総務課、義務教育課、高校教育課、特別支援教

育課】【再掲】 
 

10 民間団体との連携を強化する 

本県の自殺対策において、民間団体は非常に重要な役割を担っています。しかし、

多くの民間団体が、組織運営や人材育成、資金確保等の面で課題を抱えています。そ

うした現状を踏まえ、平成 28 年４月、基本法の改正により、地方公共団体は、民間

団体の活動を支援するため、助言、財政上の措置その他の必要な施策を講ずるものと

するとされたところですが、引き続き必要な支援に努めます。 
 

（１）民間団体の人材育成に対する支援 

民間団体における相談の担い手や他機関連携を促すコーディネーターの養成の支

援に努めます。【障害福祉課】 

活動分野ごとのゲートキーパー養成のための研修資材の提供や研修情報の提供等

により、民間団体における人材養成を支援します。【障害福祉課】 
 

（２）地域における連携体制の確立 

県内の関係機関等が効果的な連携を図り、自殺対策事業を推進するための情報交換

や必要な事項を協議するため、平成 18 年度から「香川県自殺対策連絡協議会」を設

置しており、今後も引き続き「香川県自殺対策連絡協議会」を開催し、連携の強化に

努めます。【障害福祉課】 
 

（３）民間団体の相談事業に対する支援 

民間団体による自殺対策を目的とした相談事業に対する支援を引き続き実施しま

す。【障害福祉課】 

また、相談員の人材育成等に必要な情報提供を行うなどの支援を引き続き実施しま

す。【障害福祉課】 
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（４）民間団体の先駆的・試行的取組みに対する支援 

地域における取組みを推進するため、民間団体の実施する先駆的・試行的な自殺対

策や調査等を支援します。【障害福祉課】 

また、民間団体が先駆的・試行的な自殺対策に取り組みやすくなるよう、必要な情

報提供等の支援を行います。【障害福祉課】 
 

（５）NPO法人の活動資金の助成 

ＮＰＯ活動の促進のため、個人や事業者等から寄附金を募り、香川県特定非営利活

動促進基金に積み立て、ＮＰＯ法人の活動資金としての助成等を行います。【男女参

画・県民活動課】 
 

11 子ども・若者、高齢者の自殺対策を推進する 

本県の自殺死亡率は、近年、全体としては減少傾向にあるものの、若年層の死因に

占める自殺の割合は高く、若年層の自殺対策が課題となっています。 

支援を必要とする若者が漏れないよう、その範囲を広くとることは重要ですが、ラ

イフステージ（学校の各段階）や立場（学校や社会とのつながりの有無等）ごとに置

かれている状況は異なっており、自殺に追い込まれている事情も異なっていることか

ら、それぞれの集団の置かれている状況に沿った施策を実施することが必要です。 

また、高齢者は加齢に伴う体力の低下や疾病等の身体的要因や、活動意欲の低下等

の心理的要因、人との関わり等の社会・環境要因により、閉じこもりや抑うつ状態に

なりやすく、孤立・孤独に陥りやすいという特有の課題を抱えており、自殺予防、介

護予防の観点からも閉じこもりやうつ状態になることを予防することが重要です。地

域包括ケアシステムと連動した事業の展開を図ることや、高齢者の孤立・孤独を防ぐ

ための居場所づくり、社会参加の強化等といった施策の推進が求められます。 
 

（１）いじめを苦にした子どもの自殺の予防 

「香川県いじめ防止基本方針」（平成 26 年３月 27 日策定、平成 29 年６月 20 日改

定）等に基づいていじめの防止等のための対策を推進します。【義務教育課、高校教育

課、特別支援教育課】 

いじめ等に悩む子どもがいつでも相談できる 24 時間いじめ電話相談や子ども電話

相談、また面談による相談等を教育センターで実施するとともに、子どもの悩みを積

極的に受け止めるため、教育相談窓口等の情報を広く周知します。【教育委員会総務

課】 
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（２）学生・生徒等への支援の充実 

児童生徒の自殺は、長期休業明けに急増する傾向があることから、長期休業前から

長期休業期間中、長期休業明けの時期にかけて、学校における早期発見・見守り等の

取組みを推進します。【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】【再掲】 

保健室やカウンセリングルーム等をより開かれた場として、養護教諭等の行う健康

相談を推進するとともに、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の

専門家の効果的な活用を推進するなど学校における相談体制の充実を図ります。また、

相談の際にプライバシーが守られる環境を整備するとともに、これらの教職員等の資

質向上のための研修を行います。【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課、教育委

員会総務課】【再掲】 

いじめ等に悩む子どもがいつでも相談できる 24 時間いじめ電話相談や子ども電話

相談、また面談による相談等を教育センターで実施するとともに、子どもの悩みを積

極的に受け止めるため、教育相談窓口等の情報を広く周知します。【教育委員会総務

課】【再掲】 

不登校の未然防止、早期発見、早期対応のため、スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカー等を含めた学校内外の相談体制を推進するとともに、不登校の児

童生徒に対するきめ細やかな支援を行うため、学校や家庭、地域、関係機関の連携を

進めます。【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】 
 

（３）ＳＯＳの出し方に関する教育の推進 

学校において、体験活動等を活用して、自己肯定感の向上に係る道徳教育、心の健

康の保持に係る教育等の充実を図ります。また、各学校や地域の実情を踏まえつつ、

各教科等の授業の一環として、困難な事態、強い心理的負担を受けた場合等における

対処の仕方を身に付ける等のための教育(ＳＯＳの出し方に関する教育）を推進しま

す。【義務教育課、高校教育課、特別支援教育課】【再掲】 

自殺者の遺児等に対するケアも含め教育相談を担当する教職員の資質向上のため

の研修の充実を図ります。【教育委員会総務課、義務教育課、高校教育課、特別支援教

育課】【再掲】 

自己肯定感を高め、悩みを抱えたり、困難に直面したりした時に、一人で悩まず誰

かに相談するよう、児童生徒を対象とした心の健康づくり事業を実施します。【障害

福祉課】 
 

（４）子どもへの支援の充実 

子ども・若者が抱える複合的な困難に対応するため、子ども・若者支援地域協議会

を設置し、関係機関が連携することにより、子ども・若者を包括的に支援します。【子
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ども政策課】 

子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、教育の

支援、生活の支援、保護者に対する就労の支援、経済的支援を４つの基本施策として、

子どもの貧困対策を総合的に推進します。【子ども家庭課】 

児童虐待は、子どもの心身の発達と人格の形成に重大な影響を与え、自殺のリスク

要因ともなり得ます。児童虐待の発生予防から虐待を受けた子どもの自立支援までの

一連の対策を強化するため、市町や関係機関と連携して、相談機能や子どもの安全確

認・安全確保体制、虐待を受けた子どもの自立支援等の強化を図り、総合的、計画的

な児童虐待防止対策を推進します。【子ども家庭課】【再掲】 

また、社会的養護の下で育った子どもは、施設などを退所し自立するに当たって、

保護者などから支援を受けられない場合が多く、その結果、様々な困難を抱えること

が多いです。そのため、子どもの自立支援を効果的に進めるために、引き続き相談体

制の整備に努めます。【子ども家庭課】【再掲】 
 

（５）若者への支援の充実 

子ども・若者が抱える複合的な困難に対応するため、子ども・若者支援地域協議会

を設置し、関係機関が連携することにより、子ども・若者を包括的に支援します。【子

ども政策課】【再掲】 

また、「地域若者サポートステーション」において、地域の関係機関とも連携し、臨

床心理士、公認心理師による心理的カウンセリングも含めて、若年無業者等の職業的

自立を個別的・継続的・包括的に支援します。【労働政策課】【再掲】 

精神保健福祉センターに設置した「ひきこもり地域支援センター」を中心として、

各市町や保健所等と連携し、ひきこもり本人や家族からの相談に応じるとともに、ひ

きこもりに関する支援者やひきこもりサポーターの対応能力向上のために研修を行

うなど、ひきこもりに関する専門的な知識や技術を必要とする相談、広域的な課題に

ついて市町に助言するなど、積極的に支援します。【障害福祉課】【再掲】 
 

（６）高齢者への支援の充実 

地域包括ケアシステムの構築に向け中核的な機関である市町地域包括支援センタ

ーの機能をより充実させるため、市町地域包括支援センターの職員を対象とした各種

研修会や講演会、地域における先進事例の収集及び情報提供、相談に対する助言を行

うなど、市町地域包括支援センター職員の資質向上を図ります。【長寿社会対策課】

【再掲】 

高齢者については、閉じこもりやうつ状態になることを予防することが、介護予防

の観点からも必要であることから、長年培った豊かな経験や知識、技能を地域のため
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に生かしたいと考えている高齢者に活躍の場の情報提供を行い、活躍の場へ案内する

「高齢者いきいき案内所」の認知度を高めるとともに、より効果的に活用し、高齢者

の生きがいづくりや社会参加をより一層促進します。【長寿社会対策課】【再掲】 

また、元気な高齢者を中心に、地域住民がボランティアとして声かけ・見守り活動

や居場所の運営ができる体制を構築するとともに、住民による声かけ・見守り活動や

高齢者が集まりやすい常設型の居場所づくりを推進する市町を支援します。【長寿社

会対策課】【再掲】 
 

（７）若者の特性に応じた支援の充実 

若者を中心に、日常的なコミュニケーション手段としてインターネットやＳＮＳを

広く利用しており、多様な相談ニーズに対応するため、ＳＮＳ等を活用した相談体制

の整備など、相談者が必要とするときに効果的な対応が可能となるように努めます。

【障害福祉課】【一部再掲】 

支援を必要としている人が簡単に適切な支援策に係る情報を得ることができるよ

うにするため、インターネット（スマートフォン、携帯電話等を含む。）を活用した検

索等の仕組みや検索連動広告及びプッシュ型の情報発信など、生きることの包括的な

支援に関する情報の集約、提供を強化し、その周知に努めます。【障害福祉課】【再掲】 
 

（８）知人等への支援 

悩みを抱える者だけでなく、悩みを抱える者を支援する家族や知人、ゲートキーパ

ー等を含めた支援者も含む自殺対策従事者が孤立せずに済むよう、これらの者に対す

る支援に努めます。【障害福祉課】【一部再掲】 
 

12 勤務問題による自殺対策を推進する 

 本県の自殺者を年代別にみると 30 歳代から 60 歳代の働き盛りの世代の占める割

合が高いことから、その年代をターゲットとして、様々なストレスについて、ストレ

ス要因の軽減や適切な対処をしていくことが必要です。 
 

（１）長時間労働の是正 

働きやすい職場環境づくりのため、労働時間の短縮に向けた取組みや柔軟な勤務体

制を導入し、また、導入しようとする企業等の認証・表彰制度等を通じて、長時間労

働の是正への機運を醸成し、被雇用者の長時間労働の是正を促します。【労働政策課】 

過労死等がなく、仕事と生活を調和させ、健康で充実して働き続けることのできる

社会の実現のため、過労死等の防止のための対策を推進します。【労働政策課】【再掲】 
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（２）職場におけるメンタルヘルス対策の推進 

精神保健福祉センター、保健所等における心の健康問題やその背景にある社会的問

題等に関する相談対応機能を向上させるとともに、心の健康づくりにおける地域保健

と産業保健及び関連する相談機関等との連携を推進します。【障害福祉課】【再掲】 

過労死等がなく、仕事と生活を調和させ、健康で充実して働き続けることのできる

社会の実現のため、過労死等の防止のための対策を推進します。【労働政策課】【再掲】 

従業員の健康づくりを積極的にサポートし、従業員が健康で元気に働く職場をつく

る取組みの普及促進を図ります。【健康福祉総務課】【再掲】 
 

13 感染症・自然災害等により精神的負担を抱えている人への支援を強化する 

 新型コロナウイルス感染症感染拡大下の自殺の動向として、全国的に女性や若者の

自殺者が増加しており、本県でも令和２年は若年層（39 歳以下）の自殺者数が大きく

増加し、令和３年は女性の自殺者数が前年と比較し増加しています（男性は減少）。 

 このような状況を踏まえ、感染症や自然災害等は強い心理的負担を生じることが予

想されるため、きめ細やかな心理的支援を行います。 
 

（１）心のケアに関する相談体制の強化 

 新型コロナウイルス感染症感染拡大下の自殺の動向として、若者や女性の自殺者が

増加していることから、若者や女性が相談しやすいＳＮＳ等による相談支援や心のケ

アに関する相談体制を強化します。【障害福祉課】 
 

（２）大規模災害における被災者の心のケア 

大規模災害の発災リスクが高まる中、被災地域において適切な災害保健医療活動が

行えるよう、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の体制整備と人材育成の強化を進

めます。また、災害現場で活動するＤＰＡＴ隊員等の災害支援者が惨事ストレスを受

けるおそれがあるため、惨事ストレス対策を含めた支援の方策について、ＤＰＡＴを

構成する関係機関との事前の取決め等の措置を講じます。【障害福祉課】 
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第６章 推進体制等 
 

１ 計画の推進体制 

全庁的な取組みとして各関係部局が有機的な連携を図るとともに、香川県自殺対策

連絡協議会（障害福祉課に設置）を中心に各主体が連携・共同して自殺対策を推進し

ていきます。 

「香川県自殺対策連絡協議会」構成メンバー 

香川県市長会事務局長／香川県町村会事務局長／香川県臨床心理士会長／香川県公認心理師協会

長／香川産業保健総合支援センター副所長／香川大学医学部人間社会環境医学講座教授／香川労

働局労働基準部健康安全課長／社会福祉法人香川いのちの電話協会理事長／一般社団法人香川県

医師会常任理事／一般社団法人日本精神科看護協会香川県支部長／香川県精神神経科診療所協会

長／高松市健康づくり推進課長／特定非営利活動法人グリーフワークかがわ理事長／特定非営利

活動法人マインドファースト理事長 

健康福祉部次長／健康福祉部医療調整監／健康福祉部健康福祉総務課長／健康福祉部長寿社会対

策課長／健康福祉部障害福祉課長／県東讃保健福祉事務所長／県精神保健福祉センター所長／子

ども政策推進局子ども政策課長／子ども政策推進局子ども家庭課長／危機管理総局くらし安全安

心課長／商工労働部労働政策課長／県教育委員会義務教育課長／県教育委員会高校教育課長／県

警察本部生活安全部人身安全・少年課長 

 

２ 施策の評価及び管理 

いのち支える自殺対策推進センターの協力を得て、香川県自殺対策推進センター

（障害福祉課に設置）が自殺対策のＰＤＣＡサイクルを回すための評価及び管理を行

い、香川県自殺対策連絡協議会に報告します。 

（図６）香川県における推進体制等のイメージ図 
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各主体が自殺対策を推進する 
ための必要な支援 

地域自殺対策計画に基づいた自殺対策を推進する 
ための必要な支援 

市町の地域自殺対策計画の策定・
進捗管理・検証等への支援 

計画の進捗管理・ 
検証等の報告 

県 

＜全庁的な取組みとして 
各関係部局が有機的な連携＞ 

生きることの包括的な支援 
として自殺対策に取り組む 

「誰も自殺に追い込まれることのない香川」の実現へ 

各主体が連携・協働して 
自殺対策を推進 
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３ 相談機関一覧 

●精神保健福祉センター 、各保健所 

名称 電話番号 所在 

精神保健福祉センター 087-804-5566 
高松市松島町 1-17-28 
香川県高松合同庁舎４階 

東讃保健福祉事務所 0879-29-8263 さぬき市津田町津田 930-2 

小豆総合事務所 0879-62-1373 小豆郡土庄町淵崎甲 2079-5 

中讃保健福祉事務所 0877-24-9963 丸亀市土器町東八丁目 526 

西讃保健福祉事務所 0875-25-2052 観音寺市坂本町七丁目 3-18 

高松市健康づくり推進課 087-839-3801 高松市桜町一丁目 9-12 

上記以外にも相談内容に応じてさまざまな相談機関があり、下記ワードから検索で

きます。 

 香川県 自殺予防 一覧 検索 🔍 
 

４ 第２期いのち支える香川県自殺対策計画策定委員会委員名簿 

任期：令和４年７月１日～令和５年３月 31 日 

氏 名 所属・職名 

大原 昌樹 一般社団法人香川県医師会常任理事 

筒井 亮介 一般社団法人日本精神科看護協会香川県支部支部長 

嶋 宏美 古新町こころの診療所院長 

神田  かなえ 香川大学医学部公衆衛生学助教 

豊島  佳津子 香川県臨床心理士会会長 

土居 真実 香川県公認心理師協会公認心理師 

小山 正博 
香川産業保健総合支援センター（独立行政法人労働者健康

安全機構）副所長 

杉山 洋子 特定非営利活動法人グリーフワークかがわ理事長 

島津 昌代 特定非営利活動法人マインドファースト理事長 

松岡 定幸 社会福祉法人香川いのちの電話協会理事長 

髙嶋 洋伸 高松市健康づくり推進課長 

泰田 邦宏 香川県精神保健福祉センター所長 

三好  健浩 香川県教育委員会義務教育課長 

小村  正和 

（～令和 5 年 2 月 12 日） 

中西 一生 

（令和 5 年 2 月 13 日～） 

香川県警察本部人身安全対策課長 

※敬称略 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２期いのち支える香川県自殺対策計画 

 

香川県健康福祉部障害福祉課 

電話：087-832-3294 FAX：087-806-0240 

〒760-8570 香川県高松市番町四丁目１番 10 号 

E-mail: shogaifukushi@pref.kagawa.lg.jp 


